
 

労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）〔抜粋〕 

（型式検定） 

第四十四条の二 第四十二条の機械等のうち、別表第四に掲げる機械等で政令で定めるものを

製造し、又は輸入した者は、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣の登録を受け

た者（以下「登録型式検定機関」という。）が行う当該機械等の型式についての検定を受けなけ

ればならない。ただし、当該機械等のうち輸入された機械等で、その型式について次項の検定

が行われた機械等に該当するものは、この限りでない。 

別表第四（第四十四条の二関係）  

一～二（省略） 

三 防爆構造電気機械器具 

四～十三（省略） 

 

労働安全衛生法施行令〔抜粋〕 

（型式検定を受けるべき機械等） 

第十四条の二 法第四十四条の二第一項の政令で定める機械等は、次に掲げる機械等（本邦の

地域内で使用されないことが明らかな場合を除く。）とする。 

一～二 （省略） 

三 防爆構造電気機械器具（船舶安全法の適用を受ける船舶に用いられるものを除く。） 

四～十三（省略） 

 

労働安全衛生規則〔抜粋〕 

（通風等による爆発又は火災の防止） 

第二百六十一条 事業者は、引火性の物の蒸気、可燃性ガス又は可燃性の粉じんが存在して爆

発又は火災が生ずるおそれのある場所については、当該蒸気、ガス又は粉じんによる爆発又は

火災を防止するため、通風、換気、除じん等の措置を講じなければならない。 

（爆発の危険のある場所で使用する電気機械器具） 

第二百八十条 事業者は、第二百六十一条の場所のうち、同条の措置を講じても、なお、引火

性の物の蒸気又は可燃性ガスが爆発の危険のある濃度に達するおそれのある箇所において電気

機械器具（電動機、変圧器、コード接続器、開閉器、分電盤、配電盤等電気を通ずる機械、器

具その他の設備のうち配線及び移動電線以外のものをいう。以下同じ。）を使用するときは、当

該蒸気又はガスに対しその種類及び爆発の危険のある濃度に達するおそれに応じた防爆性能を

有する防爆構造電気機械器具でなければ、使用してはならない。 

２ 労働者は、前項の箇所においては、同項の防爆構造電気機械器具以外の電気機械器具を使

用してはならない。 

 

機械等検定規則〔抜粋〕 

第二章 型式検定 

(新規検定の申請等) 

第六条 法第四十四条の二第一項又は第二項の規定による検定(以下「型式検定」という。)で

あつて新規のもの(以下「新規検定」という。)を受けようとする者は、当該新規検定を受けよ

うとする型式ごとに、新規検定申請書(様式第六号)に次の図面及び書面を添えて、型式検定を

行う者(以下「型式検定実施者」という。)に提出しなければならない。 

一 当該型式の機械等の構造図及び電気等の回路を有する機械等にあつては当該回路図 

二 当該機械等の性能に関する説明書及び当該機械等の取扱い等に関する説明書 

三 当該機械等に係る次の事項を記載した書面 



イ 当該機械等を製造し、及び検査する設備の概要 

ロ 当該機械等の工作責任者 

ハ 当該機械等の検査組織 

ニ 当該機械等の検査のための規程 

四 当該型式の機械等についてあらかじめ行つた試験の結果を記載した書面 

五 令第十四条の二第八号に掲げる機械等にあつては、様式第七号による明細書 

２ 新規検定を受けようとする者のうち、当該型式の機械等を輸入し、又は外国において製造

したものは、前項の申請書に当該機械等の構造が法第四十二条の厚生労働大臣が定める規格に

適合していることを厚生労働大臣が指定する者(外国に住所を有するものに限る。)が明らかに

する書面を添付することができる。この場合において当該書面が添付されたときは、前項の規

定にかかわらず同項第四号の書面の提出を省略することができる。 

３ 新規検定を受けようとする者は、第一項に規定するもののほか、別表第一の上欄に掲げる

機械等の種類に応じて、それぞれ、同表の中欄に定める現品その他新規検定を受けるために必

要なものについて同表の下欄に定める数を型式検定実施者に提出しなければならない。 

４ 第一項の規定による申請をした者(以下「新規検定申請者」という。)は、新規検定を受け

るために必要な準備をしなければならない。 

（型式検定の基準） 

第八条 法第四十四条の二第三項の厚生労働省令で定める基準は、次の各号に掲げるとおりと

する。 

一 型式検定を受けようとする型式の機械等の構造が、法第四十二条の厚生労働大臣の定め

る規格に適合すること。 

二 型式検定を受けようとする者が、次に掲げる設備等を有すること。 

イ 型式検定を受けようとする型式の機械等の製造に必要な製造のための設備及び別表第

二の上欄に掲げる機械等の種類に応じて、それぞれ同表の下欄に掲げる要件に適合する

検査のための設備 

ロ 別表第三の上欄に掲げる機械等の種類に応じて、それぞれ同表の下欄に定める資格を

有する工作責任者 

ハ 型式検定を受けようとする型式の機械等が、法第四十二条の厚生労働大臣が定める規

格を具備しているかどうかを検査することができる検査組織 

ニ 型式検定を受けようとする型式の機械等に係る検査の基準、検査の方法その他検査に

必要な事項について定めた規程 

２ 型式検定を受けようとする者であつて、随時他の者の有する作動試験用のゴム、ゴム化合

物若しくは合成樹脂を練るロール機、法別表第二第一号に掲げる機械等の作動試験機、作動試

験用のプレス機械若しくはシャー(ポジティブクラッチ付きのものを除く。)、爆発試験設備、

防じん試験設備、振動試験設備、加速度測定設備、作動試験用のジブクレーン、作動試験用の

移動式クレーン、排気弁の作動気密試験設備、二酸化炭素濃度上昇値試験設備、騒音試験設備、

漏れ率試験設備、ぬれ抵抗試験設備、面体の気密試験設備又は公称稼働時間試験設備を利用す

ることができるものは、前項第二号イの規定の適用については、これらの設備を有する者とみ

なす。 

３ 外国において製造された型式検定対象機械等の型式検定を受けようとする者(次項の者を

除く。)については、当該機械等の製造者が第一項第二号イからニまでに掲げる設備等に相当す

る設備等を有する場合には、同号の規定は、適用しない。 

４ 単品として製造された型式検定対象機械等の型式について型式検定を受けようとする者に

ついては、第一項第二号並びに第六条第一項第三号及び第四号の規定は、適用しない。 

 


